
外郭団体の経営状況の概要
令和７年４月１日現在

１　所在地等

２　市所管部課

３　資本金

千円

４　事業内容

■社会福祉事業 (17)心配ごと相談事業

(1)社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 (18)生活支援体制整備事業

(2)社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 (19)成年後見制度利用促進事業

(3)社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 (20)その他この法人の目的達成のため必要な事業

(4)(1)から(3)のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業 ■公益事業

(5)保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 (1)地域包括支援センターの経営

(6)共同募金事業への協力 (2)介護予防支援事業

(7)ボランティア活動の振興 (3)居宅介護支援事業の経営

(8)老人居宅介護等事業の経営 (4)生活困窮者自立支援事業の経営

(9)老人デイサービス事業の経営 (5)無料職業紹介事業

(10)前橋市老人福祉センターの経営 (6)前橋市総合福祉会館の経営

(11)地域活動支援センターの経営 (7)前橋市第四コミュニティセンターの経営

(12)福祉サービス利用援助事業 ■収益事業

(13)障害福祉サービス事業の経営 (1)自動販売機設置等事業

(14)意思疎通支援事業 (2)弁当飲料等取次事業

(15)放課後児童健全育成事業 (3)広告掲載事業

(16)生活福祉資金貸付事業 (4)前橋市みやぎふれあいの郷の経営

５　財務状況

６　役職員の状況

７　団体への関与の状況

(1) 公的支援（フロー)

①

②

③

④

⑤

⑥

(2) 公的支援（ストック）

①

②

③

027-219-0337

代表者 会長　　南　雲　　　厚 ホームページアドレス http://www.mae-shakyo.or.jp/

団体名 社会福祉法人前橋市社会福祉協議会

所在地 前橋市日吉町二丁目17番地10 電話番号 027-237-1112

福祉部社会福祉課

出捐金 8,200 （前橋市の出資割合 0 ％）

設立年月日 昭和４２年３月３１日 ＦＡＸ番号

R5年度 R6年度

総資産 1,641,569 1,618,417 1,592,382 総収入（＝売上高＋営業外利益＋特別利益） 1,531,518 1,523,608 1,576,736

項目
金額（千円）

損
益
計
算
書
か
ら

項目
金額（千円）

R4年度 R5年度 R6年度 R4年度

1,140,157 1,171,499

（うち有利子負債） 0 0 経常損益 ▲ 12,583 ▲ 22,668 ▲ 72,120

負債 854,524 853,481 866,364 （うち前橋市からの補助金・委託金） 1,099,636

役員数 役員平均年齢 役員の平均年収（千円） 職員数 職員平均年齢 職員平均年収（千円）

▲ 22,109 ▲ 38,917

利益剰余金 778,845 756,736 717,819 減価償却前当期損益 ▲ 7,307 ▲ 12,502 ▲ 29,523

純資産 787,045 764,936 726,019 当期損益 ▲ 18,615

貸
借
対
照
表
か
ら

0

項目
金額（千円）

備考（目的、内容、算出根拠等）
R4年度 R5年度 R6年度

17名 67.5歳 4,467 90 48.1歳 5,938

補助金（助成金） 230,098 232,515 339,000 運営事業補助金

利子補給金 0 0 0 ―

税の減免額 0 0 0 ―

その他（　　　） 0 0 0 ―

小計 230,098 232,515 339,000 ―

損失補償契約に基づく金利軽減額 0 0 0 ―

出資金、低利貸付等に伴う機会費用 0 0 0 ―

小計 0 0 0 ―

合計 230,098 232,515 339,000 ―

（参考）委託料 ― ― ―

― ― ―

（将来負担額） ― ― ― ―

項目
金額（千円）

備考（目的、内容、算出根拠等）
R4年度 R5年度 R6年度

損失補償契約に係る債務残高 ―

出資金 ― ― ― 基本財産

合計 ― ― ― ―

（将来負担参入率） ― ― ― ―

貸付金残高 ― ― ― ―



８　前橋市による監査結果

９　その他の特記事項

○財務状況の記入に当たっては、次のとおり公益法人会計基準から読み替えています。
＜貸借対照表＞

正味財産合計→純資産
一般正味財産→利益剰余金

＜損益計算書＞
正味財産増減計算書→損益計算書
総収入（＝経常収益＋経常外収益＋当期指定正味財産増加額）→総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）
当期経常増減額→経常損益
当期一般正味財産増減額→当期損益

○役職員の平均年収は、当該団体が支払った常勤役職員の平均年収であり、令和６年度の金額です。

令和６年１月、指導監査及び実地指導を実施。定款の記載内容、重要事項説明書の記載内容、虐待防止委員会の定期開催、過誤請求など、文書指摘７件を受け、速やか
に改善し、報告した。


